

































































































































































































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 40 号（2016 年 11 月 30 日）
[注]
（1） 「次期学習指導要領に向けたこれまでの審
議のまとめ（素案）総論部分」中央教育審議
会教育課程部会／教育課程企画特別部会　
2016年8月1日公表。
（2） 「中央教育審議会答申による大学教育の質
的転換答申」2012年8月28日公表。
（3） 教育課程企画特別部会論点整理補足資料　
前掲　教育課程企画特別部会　2016年8月1
日公表の補足資料。
（4） 「社会科教育の課題と方法」笹尾省二，相
馬伸一（平成22年），「社会科教育事典」日
本社会科教育学会編（2012年）に初期社会
科をめぐる学習指導要領の編成について説明
されているので参照した。
（5） 「提案する社会科の授業」小西正雄（1994年）
pp.14-15
（6） 「私たちが拓く日本の未来」は，平成27年
9月29日に公表された，高等学校等の生徒向
け副教材である。公表にあたっては「このた
び，文部科学省では，本年6月の公職選挙法
改正による選挙権年齢の引下げ等に対応し，
総務省との連携により，政治や選挙等に関す
る高等学校等（中等教育学校後期課程，特別
支援学校高等部を含む。）の生徒向け副教材
『私たちが拓く日本の未来（有権者として求
められる力を身に付けるために）』及び同指
導資料を作成し，学校等における指導や今後
の準備に資するよう」という事務連絡が発信
された。副教材の中で， 27年度中に指導すべ
き箇所や， 28年度以降指導すべき箇所が示さ
れ，同年12月に全国の高校生に一人1冊分が
配布された。
（7） 「中学校における社会科授業」三浦涼介，「社
会科教育学ハンドブック」社会認識教育学会
編（2012年）所収
（8） 前掲書P.408
（9） 安井実践についての論争は，「歴史教育50
年の歩みと課題」歴史教育者協議会（1997年），
「安井俊夫社会科実践をめぐる論争の検討」
三村和則（1993年，沖縄国際大学教養部紀
要所収），に詳しい。安井氏は教育者や研究
者らと多くの論争を行った。論争の中では共
感的理解の有用性について多くの議論が交わ
され，社会科教育研究を深めた。
（10） 1989年横浜市内の公立中学校3年生社会科
公民的分野での実践。
